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１．目的
　2007年に政府が推進すべき自殺対策の指針である
「自殺総合対策大綱」が策定され、「遺された遺族の苦
痛を和らげる」が重点課題の一つとして明文化され
た。「遺された人への支援を充実する取り組み」とし
て、内閣府では、2008年度に民間団体との連携により、
自死遺族のための分かち合いの会の運営についての研
修、講習会・意見交換などを実施し遺族会の設立に向
けて取り組みが行われた。その後、自死遺族のための
分かち合いの会の運営等を支援するなど、自死遺族支
援の強化が図られた。その結果42都道府県に公的機関
および民間の自死遺族会が設立され、遺族支援の拡が
りがみられるようになり、自死遺族会において遺族が
スタッフとして活動するようになった。しかし、先行
研究において、自死遺族支援や遺族の心理をテーマに
した研究はあるが、自死遺族スタッフに焦点を当てた
研究は少ない。
　そこで、今回、全国自治体の自死遺族会における遺
族スタッフの実態を明らかにすることを目的とした調
査を行った。今後、得られたデータを基に、自死遺族
支援活動において遺族スタッフとして活動している自
死遺族の思いを明らかにすることは、自死遺族タッフ
支援を検討する上で貴重なデータになるのではないか
と考える。　
２．方法　
（1）調査対象および方法：全国の都道府県および政
令指定都市（以下、自治体とする）で自殺対策総
合窓口となっている部署（67箇所）に無記名自記
式質問紙票による郵送調査を行った。
（2）調査内容：自死遺族会および遺族スタッフの状
況と課題について。
３．アンケート調査の概要
　回収は41部（回収率61.1％）であった。このうち有効
回答40部（59.7％）を分析対象とした。
　「自死遺族会」がある自治体は37件（92.5％）で、「自死
遺族会」の主催は自治体25件（68.8％）、自死遺族13件
（34.2％）であった。遺族スタッフの有無では、遺族ス
タッフがいる18件（48.7％）、いない14件（37.8％）、手
伝ってくれる遺族２件（5.4％）、把握していない３件（8.1
％）であった。
【遺族がスタッフとして参加することのメリットとデ
メリット】
　メリットとして、参加者される遺族（以下、参加者）の
語りたい想い、語れない想いに共感し、寄り添う事がで
きる。そのため、参加者は安心して気持ちを打ち明け
られるのではないかと考えられる。また、参加者の「同
じ体験をした遺族」の話を聞きたい、遺族と話したい
という要望にもこたえる事ができピアサポートの役割
が期待できる。さらに、遺族スタッフ自身も自分の居
場所となり、自己の成長につながっていると考えられる。
　デメリットとして、遺族スタッフの経験と類似する
参加者の体験にフラッシュバックし、役割を果せなく
なるという、遺族スタッフへの負担がある。また、遺
族スタッフが語りすぎて、他の参加者が語れなくなる
など、会の本来の目的を達成できない場合がある。
【遺族スタッフ支援として実施している内容】
　自治体が、遺族スタッフの負担軽減と「自死遺族会」
の運営が円滑にいくように実施している主な支援とし
て、①遺族スタッフ自身やその家族に問題が生じたと
きの支援、②「自死遺族会」の運営に関するサポート（場
所の確保や予算関係、運営協力など）、③遺族スタッ
フに対する人材養成の研修に対する助成金の交付、④
研修会の開催などであった。
【「自死遺族会」を運営する上での課題】
　「自死遺族会」への参加人数が少なく、どのように
情報を届け、会につなげていけばよいのかという意見
が多く見られた。また、会を運営するための予算の確
保については、自死遺族会を継続させるために切実な
課題であった。さらに遺族スタッフの人材育成に関す
る課題も多くあげられていた。自治体主催の「自死遺
族会」の場合、担当職員の配置換えによる会の運営へ
の影響も大きかった。
　本研究は平成25年度学部プロジェクト研究のスタ
ートアップ研究課題として実施したものであり、今後
の研究の方向を探ることを目的としたものである。
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